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表③－４－３－１－２ 建設工事の現場管理費算出乗率表(2)

対象額 １０百万円以下 １０百万円を超えるもの 

摘 要 適用区分

工種区分 

下記の率とする 

4-3の算定式により算出された率とする。 
ただし変数値は下記による。 

Ａ ｂ

遮音壁工事・標識板工事 34.54 1862.5  -0.2474 （西）遮音壁・標識等 

備考－１．摘要欄には、現場管理費（率）の出処（機関名とその機関基準での工種区分）を記載している。（西：

ＮＥＸＣＯ西日本） 

（参考）現場管理費率算定式から求まる乗率表（建設工事） （単位：％）

対象額 下 部 鋼 桁 鋼桁(Ⅱ) トンネル 開削ﾄﾝﾈﾙ ＰＣ桁 床 版 塗 装 舗 装 
遮音壁 
標識板 

その他

7百万円 43.11 48.86 48.86 45.56 38.78 31.06 43.11 48.86 40.83 34.54 43.09

10百万円 40.99 47.02 47.02 45.56 38.78 30.18 40.99 47.02 38.42 34.54 41.11

1億円 29.58 36.73 36.73 37.17 33.71 25.06 29.58 36.73 25.96 19.54 30.30

5億円 23.55 30.90 30.90 32.24 30.56 22.00 23.55 30.90 19.74 13.12 24.49

10億円 21.34 28.69 28.69 30.32 29.30 20.80 21.34 28.69 17.54 11.05 22.34

20億円 21.34 28.69 28.69 28.52 28.09 20.80 21.34 28.69 17.54 9.31 22.34

備考－１．本乗率表は、後述する「施工地域を考慮した場合の補正」を行っていない。 

記載の変更 

(準拠基準の改正による) 

記載の変更 

(準拠基準の改正による) 
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４－３－１ 現場管理費算出乗率表 

表③－４－３－１－１ 建設工事の現場管理費算出乗率表(1) 

対象額 
７百万円以下 

【10百万円以下】 
７百万円を超え10億円以下 
【10百万円を超え20億円以下】

10億円を超えるもの 

【20億円を超えるもの】

摘 要 適用区分 

工種区分 

下記の率とする 

4-3の算定式により算出された率とする。
ただし変数値は下記による。

下記の率とする 

Ａ ｂ 

下 部 工 事 43.11 402.3 -0.1417 21.34 （国）河川・道路構造物工事 

鋼 桁 工 事 48.86 265.1 -0.1073 28.69 （国）鋼橋架設工事 

鋼 桁 工 事 （ Ⅱ ） 48.86 265.1 -0.1073 28.69 （国）鋼橋架設工事 

ト ン ネ ル 工 事 【45.56】 【189.4】 【-0.0884】 【28.52】 （国）トンネル工事 

開削トンネル工事 【38.78】 【103.5】 【-0.0609】 【28.09】 （国）共同溝等工事(２) 

Ｐ Ｃ 桁 工 事 31.06 111.0 -0.0808 20.80 （国）ＰＣ橋工事 

床 版 工 事 43.11 402.3 -0.1417 21.34 （国）河川・道路構造物工事 

塗 装 工 事 48.86 265.1 -0.1073 28.69 （国）鋼橋架設工事 

舗 装 工 事 40.83 598.0 -0.1703 17.54 （国）舗装工事 

そ の 他 工 事 43.09 347.3 -0.1324 22.34 （国）公園工事 

備考－１．摘要欄には、現場管理費（率）の出処（機関名とその機関基準での工種区分）を記載している。（国：

国交省） 

表③－４－３－１－２ 建設工事の現場管理費算出乗率表(2)

対象額 １０百万円以下 １０百万円を超えるもの 

摘 要 適用区分 

工種区分 

下記の率とする

4-3の算定式により算出された率とする。 
ただし変数値は下記による。 

Ａ ｂ 

遮音壁工事・標識板工事 34.18 2151.8  -0.2570 （西）遮音壁・標識等 

備考－１．摘要欄には、現場管理費（率）の出処（機関名とその機関基準での工種区分）を記載している。（西：

ＮＥＸＣＯ西日本） 

（参考）現場管理費率算定式から求まる乗率表（建設工事） （単位：％）

対象額 下 部 鋼 桁 鋼桁(Ⅱ) トンネル 開削ﾄﾝﾈﾙ ＰＣ桁 床 版 塗 装 舗 装
遮音壁 
標識板 

その他 

7百万円 43.11 48.86 48.86 45.56 38.78 31.06 43.11 48.86 40.83 34.18 43.09 

10百万円 40.99 47.02 47.02 45.56 38.78 30.18 40.99 47.02 38.42 34.18 41.11 

1億円 29.58 36.73 36.73 37.17 33.71 25.06 29.58 36.73 25.96 18.91 30.30 

5億円 23.55 30.90 30.90 32.24 30.56 22.00 23.55 30.90 19.74 12.51 24.49 

10億円 21.34 28.69 28.69 30.32 29.30 20.80 21.34 28.69 17.54 10.47 22.34 

20億円 21.34 28.69 28.69 28.52 28.09 20.80 21.34 28.69 17.54 8.76 22.34 

備考－１．本乗率表は、後述する「施工地域を考慮した場合の補正」を行っていない。 
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表③－４－３－１－３  保全工事の現場管理費算出乗率表(1) 
対象額 ７百万円以下 ７百万円を超え３億円以下 ３億円を超えるもの

摘  要    適用区分

    

工種区分 

下記の率とする

4-3の算定式により算出された率とする。 

ただし変数値は下記による。 下記の率とする 

Ａ ｂ 

橋 梁 保 全 工 事 65.88 1465.2  －0.1968 31.45 （国）橋梁保全工事 

備考－１．摘要欄には、現場管理費（率）の出処（機関名とその機関基準での工種区分）を記載している。（国：

国交省） 
 

表③－４－３－１－４  保全工事の現場管理費算出乗率表(2) 

対象額 １０百万円以下 １０百万円を超えるもの 

摘  要 適用区分

 

工種区分 

下記の率とする

4-3の算定式により算出された率とする。

ただし変数値は下記による。 

Ａ ｂ 

塗 装 塗 替 工 事 20.46   71.8 -0.0779 （西）塗装塗替 

遮 音 壁 取 替 等 34.14 2149.3 -0.2570 （西）遮音壁・標識等 

舗 装 補 修 工 事   37.61    701.1 -0.1815 （西）舗装工事 

備考－１．摘要欄には、現場管理費（率）の出処（機関名とその機関基準での工種区分）を記載している。（西：

ＮＥＸＣＯ西日本） 
 

（参考）現場管理費率算定式から求まる乗率表（保全工事） （単位：％） 
対象額 橋梁保全 塗装塗替 遮音壁取替等 舗装補修 

７百万円 65.88 20.46 34.14 37.61 

10百万円 61.42 20.46 34.14 37.61 

１億円 39.04 17.10 18.89 24.76 

３億円 31.45 15.69 14.25 20.29 

備考－１．本乗率表は、後述する「施工地域を考慮した場合の補正」を行っていない。   
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表③－４－３－１－４  保全工事の現場管理費算出乗率表(2) 

対象額 １０百万円以下 １０百万円を超えるもの 

摘  要 適用区分

 

工種区分 

下記の率とする 

4-3の算定式により算出された率とする。

ただし変数値は下記による。 

Ａ ｂ 

塗 装 塗 替 工 事 20.74   59.7 -0.0656 （西）塗装塗替 

遮 音 壁 取 替 等 34.46 1888.4 -0.2484 （西）遮音壁・標識等 

舗 装 補 修 工 事   38.21    569.4 -0.1676 （西）舗装工事 

備考－１．摘要欄には、現場管理費（率）の出処（機関名とその機関基準での工種区分）を記載している。（西：

ＮＥＸＣＯ西日本） 
 

（参考）現場管理費率算定式から求まる乗率表（保全工事） （単位：％） 
対象額 橋梁保全 塗装塗替 遮音壁取替等 舗装補修 

７百万円 65.88 20.74 34.46 38.21 

10百万円 61.42 20.74 34.46 38.21 

１億円 39.04 17.83 19.45 25.98 

３億円 31.45 16.59 14.80 21.61 

備考－１．本乗率表は、後述する「施工地域を考慮した場合の補正」を行っていない。   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の変更 

(準拠基準の改正による) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の変更 

(準拠基準の改正による) 
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